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るなど，思い切った施策も合わせて検討されるべきで  

ある．   

第二に，電力会社の送電系統とコージェネレーショ  

ンとの関係についての問題がある．ピーク負荷の先鋭  

化を助長するのではないかという電力会社の懸念など  

により，民生用コージェネレーションから一般系統へ  

の逆送電が，最近まで認められていなかった．このた  

め，コージェネレーションは主に建物単位で導入され  

てきたが，3節で示すように，この方法では電力と熟  

の適正な消費バランスが得られに〈く，．導入対象が限  

定されたり，発電容量が制限される原因になっている．  

一方，各種の用途建物が混在する地域単位で導入すれ  

ば，電力と熟消費が平準化され，建物単位に比べコー  

ジェネレーションを導入しやすい消費パターンが得ら  

れるばかりか，既存の発電所との間で運転パターンを  

相互に調整すれば，電力会社系統のピーク負荷の平準  

化にもつながる．したがって，今後は法制度的にも，  

地域レベルでのコージェネレーションに対するきちん  

とした位置づけがなされるべきである．   

本稿は，コージェネレーションをその地域のエネル  

ギー負荷パターンに適合した形で導入し，省エネルギ  

ーを推進すると同時に環境問題を改善するためのコン  

センサスづくりに資するため，地域レベルでのコージ  

ェネレーションの導入効果を，理論とケーススタディ  

により明らかにすることを目的としている．  

2．コージェネレーションの省エネルギー性  

筆者らは文献［1］におし？てコージェネレーションの  

省エネルギー性を考察した．以下にその概要を示す／   

まず，コージェネレーションと比較対照するシステ  

ムとして，電気を電力会社の送電系統から，また冷温  

熟をボイラーや吸収式冷凍機で構成される「専用熱源」  

から供給する「専用熱源方式」を定めた．また電力消  

費（E）に対する熱消費（H）の比を「熱電比」（♂）（注1）  

オペレーションズ・リサーチ  

1．はじめに  

わが国におけるエネルギー消費は，歴史的に産業部  

門が大きな比重を占めてきたが，近年，民生部門の伸  

びが著しく，最終エネルギー消費に占める割合は1973  

年度の18％から1995年度には26％にまで増加した．ま  

た，2000年までのエネルギー消費増加分のうち，42％  

は民生部門が占めるものと見込まれている．   

一方エネルギーフローをみると，一次エネルギーの  

うち有効に利用されている部分は35％程度で，残りの  

大部分は，工場や発電所などからの排熱として捨てら  

れている．したがって，電気と熟を高い統合効率で同  

時に作り出すコージェネレーションを，都市などのエ  

ネルギーの大量消費地に導入すれば，発電時の排熱を  

冷暖房や給湯用熱源として利用でき，省エネルギーが  

推進されることは明らかである．都市におけるコージ  

ェネレーションの普及は，そのような意味から有効な  

エネルギー施策と考えられるが，その推進のためには，  

コージェネレーションを巡る以下の二つの論点に対す  

るコンセンサスの形成が必要である．   

第一は都市の環境問題である．自動車交通量の増大  

などに起因する大気汚染の悪化が，都市中心部での大  

規模なコージェネレーションの導入を困難にしている．  

しかし，既存の火力発電所をコージェネレーションに  

置き換えれば，ビル単位でのボイラーの使用が減り，  

発電所を含む地域全体ではエネルギー供給効率が改善  

され，CO2やNOxの排出量が削減される．したがっ  

て，コージェネレーションの都市への導入は，環境問  

題改善のための有効な手段として位置づけられるべき  

である．また，コージェネレーションの導入を推進す  

るために，都心中心部における自動車交通量を削減す  

●  

●   
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ヨンの補助熱源には専用熱源を用いることとした．実  

際には，コージェネレーションの発電容量を消費電力  

量以下に設定し，足りない電力を買電する一方，不足  

する熱を補助熱源から補う場合があるが，これは表2  

におけるコージェネレーションと専用熱源方式を併用  

した供給方式と位置づけることができる．   

次に専用熱源方式に対するコージェネレーションの  

一次エネルギー削減率（r）を定義する．  

表1 記号および諸条件  

（1） 諸記号  
高位発熱畳基準  

記 号   説  明   

Q。  コージェネレーションー次エネルギー投入量   

Q，  専用熱源方式一次エネルギー投入量   

Q2  逆送電電力量に相当する系統電力の一次エネルギー投入量   

r  専用熱源方式に対するコージェネレーションの一次エネルギー削減率   

E  電力消費量   

H  熱消費量（冷房・暖房・給湯用消費量の合計）   

ロ  （消費の）熱電比（ロ＝H／E，Eは1K附i＝860Kcalで換算）   

EX  逆送電電力量   

りe  コージェネレーション発電効率   

乃h  コージェネレーション排熱発生率   

りb  蒸気ボイラー熱効率   

月p  系統電力供給効率   

叩a  コージェネレーションによる発生熱の有効利用率   

乃f  専用熱源による発生熱の有効利用率   

（1）   

a～eを表1（2）のコージェネレーションの各運転形  

態に対応した添字とすれば，表2より式（2）－（7）が得ら  

れる．  

（1）コージェネレーションの一次エネルギー消費量  

（2）コージェネレーションの運転形態  

条件  運転方式  ロ＝りa・れh／叩e  ロ＜りa・乃h／りe  ロ＞りa・りh／りe   

コージェネ  
電力消費  不足熱を  

追 従   コージェネ  
（b）芸；妄晶左  

（余剰熱廃棄）  より供給   

（a）£；妄晶忘  

（電力・熱均衡）  
不足電力を   コージェネレー  

追 従  

（c）系統電力  より買電  （e）蒜表音簑孟宗 逆送電）   

●  
Q。a＝Q。b＝  

符e  

E・♂・〝e  E・J  
Q。C＝（E－   ）／〝p＋   

〝a・〝h  〝a・〝h  

E・〝a・〃h  
Qod＝十（E・♂－  ）／（〃b・〝f）  

（4）  

（5）  

（3）請定数  
高位発熱量基準   符e  

率  
供給効率  

（りP）   

A  0．22  0．40  0．40   

が■スターヒ■ン  1．00  1．10  

C  0．32  0．3∠1  0．34   

0．36  

テ■ィーセナルエンシ○ン   0．35  0．15  0．17  0．32   1．00  0．90  

燃 料 電 池   0．36  0．18  0．22  0．40   

専 用 熱 源  （ボイラー熱効率：りb＝0．78）  1．00  1．10   

E・J  
Q。C＝   

〝a・〝h  

（2）専用熱源方式の一次エネルギー消費量  

（＿  E．E・♂  
Ql＝－ニー＋                             q⊥‾ （6）  

〝p■ 〝f・〝b  

（3）逆送電電力量の一次エネルギー換算  

注：1）口e，叩h，れbは定格出力時の値  
2）ガスタービンの出力はA：3000川／基，B：10000kW／基，C：30000川／基を想定   

として表した．表1（1）に本稿で用いる記号を示す．〝h  

は，コージェネレーションで発生・回収される熱量の  

一次エネルギー投入量に対する割合で，「排熱発生率」  

と定義する．またヮaは，コージェネレーションで発生  

した温水・蒸気などが，消費される熟（冷水・温水・  

蒸気）に変換される割合で，システムや季節により変  

動するものの，1に近い値で近似できることが文献［2］  

で確認されている．同様に「専用熱源による発生熟の  

有効利用率」ク7fを定めた．   

コージェネレーションの運転形態は，消費する電力  

すべてをコージェネレーションにより発電した場合の  

発生熱量（E・qh／〃e）と必要熱量（H／77a）との過不  

足関係と，コージェネレーションを電力消費に追従さ  

せて運転するか，あるいは熱消費に追従させて運転す  

るかの選択により決定され，表1（2）に示す（a）～（e）の  

5種類にまとめられる．   

これら各運転形態と専用熱源方式のエネルギーフロ  

ーを，表2のようにモデル化した．コージュネレーン  

1997年1月号  

EX＿′J・E・〝e  
－E）／〝p  （7）   

Q2＝＝＝（ ▼＼ 
〝p〝a・〝h  

式（1）に式（2）～（6）を代入しr（rb～re）を求めた．reを  

‾求める場合にはQlにQ2を加えた．またraは，rbの式  

に運転形態（a）の熟電比条件（0・＝77a・〝h／77e）を代入  

して求めた．各項を整理すれば式は）～佃か得られる．  

（4）コージェネレーションの一次エネルギー削減率  

●  

〝b・〝f・〝p  
（8）  ra＝1  

〝b・77e・77f＋符a・qh・qp  

〝b・ワf・ワp  rb＝1  （9）  

7e（77b・77f＋0’・〝p）  

榊p）］   
77a・ワh（〝b・〝f＋0・・ワp）   

77p（77b・〃f＋0’・？e－ワa・77h）  

（10）  rc＝1－  

rd＝1  （ll）  

qe（77b・ワf十0・・qp）  

〝b・〃f・〝p  
（12）  re＝1  

〝b・〝e・77f＋〝a・77h・77p  

rb，rC，rdはいずれも熟電比（0・）の関数となった．ま  
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表2 コージェネレーションおよび専用熱源方式エネルギーフロー  

系統電力発電所  消費量  
投入一次エネルギー量（Q）  

コージェネレー  E   
l  I 叩e  E  

コ  ションのみで供給  
Qoa  刀a  

lll  E・¢  
Q ob 

‡  
ジ  （2）  幣              l l（b）廃棄   

コこ  

ネ  Qoc  
胤 

E・ロ   

レ  
E  

叩a  

l  

（c）買  
（3）  （E一誓諾－）／叩   讐警ニ1  E・α  

シ  E   
E  

ヨ  
Qod  

H     T†a         遡墜  E・ロ  

ン  
助補  （4）  

（E・α－む号㌍h）／（巾・ポ）   
榊書鴬巾」l捌ポ  

方  
コージェネレー  EX  

式  Qoe  

（e）ションのみで供給  （5）   

E  
肌 乃e  

（余剰電力逆送電）  ．J【il1毒；Fi・，l．L；・．  ■  E・け  

E   
酬醐上製  E  

専 用 熱 源 方 式  Ql  
（6）  相継巾胤酬lポ  E・ロ  

●   

囲‥コージェネレーション 園凪：系統電力火力発電所 圃恥‥蒸気ボイラー  
皿Ⅱ凪：熱源駆動冷凍機（吸収式冷凍機、蒸気熱源ターボ冷凍機など）  

－ガス・石油  一電力  一熱   

凡例：  

注：1）運転形態（e）より：EX＝0・E・1）e／77a・77h－E   

たra＝reとなり，熟消費追従運転により余剰電力の逆  

送電を行う運転形態（e）では，電力消費と熟消費が均衡  

する場合（a）と同様の高い省エネルギー効果が得られ  

ることが実証された．式は）～（l訓ま，コージェネレーシ  

ョンの省エネルギー性を表す一般式と考えられる．   

ヮb，符e，〃hは，機器の性能や運転状態により異なる  

ものの，一般的に用いることのできる値がある．また  

符pは，近年の東京湾岸の火力発電所の加重平均送電端  

効率0．38と送電損失率0．053から，0．36（一次エネルギ  

ー換算2，400kcal／kWh）と推定される．夏期のqa・qf  

は，冷‡東機のタイプによる性能差を考慮して0．9と1．1  

に定めた（注2）．またガスタービンは，発電容量によ  

り性能が大きく異なるので，A・B・Cの3種類を想定  

した．これらの値を表1（3）にまとめた．   

図1は，ガスタービンBと燃料電池の2種類の原動  

機について，式（8）～（1カを線図として表したものである．  

一次エネルギー削減率は，発電すると同時に発生する  

熟を利用できる場合において大きくなり，その最大値  

は，発電電力と発生熟を使い切り，しかも追加の電力  

や熱源を必要としない電力・熟均衡点（図1中で○を  

22  

付記した点）におけるraである（注3）．熟電比がこ  

れを越える領域では，余剰電力を逆送電する運転形態  

（e）ではraが保たれるが，専用熱源に別に一次エネル  

ギーを投入する（d）では，補給する熟の割合が増加す  

るに従い省エネルギー性は減少する．一方，熟電比が  

均衡点よりも小さい場合，余剰熟を廃棄する運転形態  

（b）では，一次エネルギー削減率は減少し，ガスタービ  

ンではマイナスとなる．不足電力を買電する運転形態  

（c）も，熟電比の低下とともに削減率は減少し，全電力  

消費が買電となるJ＝0において0となる．   

コージェネレーションは，発生・回収した排熱を廃  

棄しなければ，いかなる熟電比においても専用熱源方  

式に比べ一次エネルギー消費を削減できる．特に燃料  

電池では，電力・熟均衡点において30％以上の一次エ  

ネルギー削減効果が得られる．  

3．建物と地域の熟電比分布  

熱電比分布は，建物の用途により大きく異なってい  

る．図2（1）に，業務，宿泊，住宅の3用途の熟電比分  

布を示す．縦軸は，専用熱源方式による毎時間の一次  
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熱電比 ［ロ］  

く1）単一用途建物  

1 芸一 二≡： ヰ 5 古 7 j∋ う 1〔ラ111こ：1≡：1‘115  

熱電比 ［け］  

（2）首都圏の開発地区  

図2 年間の熱電比分布  

ため，エネルギー消費が熟電比の大きい領域に広〈分  

散しており，専用熱源を補助熱源とする運転形態（d）  

では高い省エネルギー効果は期待できない．熟追従運  

転による逆送電，昼間時発生熱の蓄熱，ヒートポンプ  

や清掃工場排熱など，専用熱源以外の補助熱源の利用  

が望まれる．   

筆者らは，文献［3］において首都圏の主な開発地区  
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エネルギー消費量を熟電比の区間0．1毎に集計して，年  

間消費量に対する割合として表したものである．業務  

施設は電力消費は多いものの，熟消費が少ないため，  

省エネルギー効果が低い均衡点以下の熱電比領域にエ  

ネルギー消費が集中している．宿泊施設は，熟消費が  

大きいため，熟電比が2以上の領域における分布も見  

られ，また住宅では，熟消費の時間と量がまちまちな  
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図3 地区レベルでのコージェネレーション導入を推進すべき地区（東京23区）  

60地区を熟電比と熱消費密度により10類型に分類した．  

図2（2）は，そのうちの3類型（業務施設が主体の類型，  

各用途が混在する類型，住宅が主体の類型）の熟電比  

分布である．どの類型も，個別建物に比べ省エネルギ  

ー性の高い均衡点まわりの領域（熟電比が0．5～3．0の  

範囲）にエネルギー消費が集中している．これらのこ  

とから，コージェネレーションの一次エネルギー削減  

効果は，単一用途の建物より，用途が複合化された「地  

域」においてよト）大きいものと考えられる．  

4．東京都区部における導入の評価  

図1の省エネルギー曲線に図2に例示した熱電比分  

布を重ね合わせ，両者の積和を求めることにより，コ  

ージェネレーションの理論的一次エネルギー削減率を  

算定することができる．   

筆者らは，文献［4］において東京都区部を500mメ  

ッシュで分割した各エリアを一つの地区として，地区  
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単位でのコージェネレーション導入による一次エネル  

ギー削減効果を考察した．以下はその概要である．   

導入検討対象は，東京都が指定している地域暖冷房  

推進地区とした．これらは，図3の中で1－3のいず  

れかの数字が記されたメッシュである．建物用途別延  

床面積比率を考慮して，これらの中から35メッシュを  

サンプルとして抽出し，熟電比頻度分布特性をクラス  

ター分析によって類型化した結果，①②②’③③’の5類  

型にまとめることができた．③②①②’③’の順で業務，  

商業施設の占める割合は小さくなり，反対に住宅の占  

める割合が大きくなる．①類型は，業務，商業，住宅，  

その他が最も近い割合で混在した類型であり，③③’  

は，業務，住宅に最も偏った類型である．   

表1（3）の値を用いて，コージェネレーション導入に  

よる各類型の一次エネルギー削減率を算出した．ガス  

タービンは，A：9～12％，B：15～20％，C：15－24  

％，ガスエンジンは17～26％，燃料電池は20－32％と  
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いう高い効果が得られた．類型別には，①類型の省エ  

ネルギー効果が最も大きくなった．（∋類型は，用途が  

最も混在しているため，エネルギー利用のピークを相  

互に補完し，結果として平均的に電気と熟の利用率が  

高い均衡点まわりの熟電比の領域にエネルギー消費が  

集中する．このため省エネルギー効果が大き〈これら  

地区に対してはコージェネレーションの導入を優先的  

に進めることが望まれる．（D類型に属する地区は，台  

東区上野の北東側や隣接する文京区に比較的まとまっ  

て見られるほか，山手線や東海道線のターミナル付近  

にも点在している．都心部の大手町，日比谷，銀座，  

霞ヶ関や臨海部は③類型に属する地区が多く，コージ  

ェネレーション導入の優先度は低い．優先度が高い①  

②地区の分布から将来の導入のあり方を展望すると，  

鉄道の路線空間を活用した電力・熱供給設備のネット  

ワーク化，鉄道電力綱との系統連系などにより ，コー  

ジェネレーションシステムの有効性をさらに高められ  

るものと考えられる．  

5．おわりに  

エネルギーの地域特性に見合った形式で電力と熟を  

供給できるコージェネレーションを地域に導入するこ  

とにより，省エネルギーを推進すると同時に環境問題  

を改善できる可能性がある．また，その効果を一層高  

いものにするために，異なる特性を有する市街地の間  

の連係を利用した，新しい都市エネルギー供給システ  

ムの構築が望まれる．  

注   

［1］一定時間内に消費される電力量に対する熱量の比を   

「熱電比」という．熱電比は，電力量と熱量の単位を   

そのまま用いてMcal／h／kWhなどと表す場合と，1   

kWhを860Mcalで熱量換算して無次元数として表す場  

／合とがある．本研究では後者を用いる．  

［2］給湯用熟消費が含まれているため，吸収式冷凍機の   

成績係数とは値が異なる．  

［3］77a＝77f＝1．0の場合のraは，ガスタービンAでは14   

％，Cでは25％，ガスエンジン・ディーゼルエンジンで   

は28％程度である．  
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